第２２回教育委員会（定）
開会日時　　平成２３年　１１月　２５日（金）　　　午前　１０時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前　１０時５２分
開会場所　　教育委員会室

出席者
　　委員　　別府明雄
　　委員　　今井英彦
　　委員　　谷田　泰
　　委員　　本　山　千惠子
　　委員　　北川容子
出席事務局職員

　　事務局次長　　浅島和夫　　　　庶務課長　　矢嶋吉雄
　　学務課長　　森下真博　　　　生涯学習課長　　中島　実
　　指導室長　　中川修一　　　　新しい学校づくり担当課長　　田中光輝
　　学校地域連携担当課長　　大澤宣仁　　　　中央図書館長　　近藤直樹
署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前　１０時００分　開会

委　員　長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２３年第２２回の教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、浅島次長、矢嶋庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、中川指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、近藤中央図書館長の、以上８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により本山委員にお願いいたします。

　本日の委員会は、２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○議事

日程第一　議案第４６号　意見の聴取について

　　　　　（１）幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

委　員　長　　それでは、議事に入ります。日程第一　議案第４６号「意見の聴取について」（１）幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について、庶務課長から説明願います。
庶務課長　　本件につきましては、平成２３年第４回板橋区議会定例会に提示される案件について区長から意見の聴取があったものでございます。
　内容は、幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例であります。
　１ページめくっていただいて、議案第７３号というところをご覧ください。
　ただいま申し上げましたとおり、幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例でございますけれども、前回の教育委員会で、平成２３年の特別区人事委員会勧告についてご報告させていただきました。この勧告の内容を実施するために必要な条例の改正を行うというものであります。

　勧告以降、職員団体との交渉は１１月１７日に妥結しております。

　勧告の内容ですけれども、給料表について０．２０％減額するという内容でございまして、別表のように書いてありますけれども、この給料表を改定するという内容になっております。

　それから、３ページほどめくっていただいて、下のページで２６ページというところに付則がありますけれども、施行期日は、平成２４年１月１日からということです。

　それから、勧告の中に、平成２３年４月から改定の実施の日の前日までの期間に係る差額分については、本年度中に支給される期末手当において所要の調整を行うとされておりまして、この付則の項目の３番目の項目で、給料月額、（１）のところです。（２）で、６月に支給された期末勤勉手当、それから、（３）で１２月に支給される期末勤勉手当の調整を行うということが記述されているものでございます。
　内容は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　人事院勧告に基づくことということで、よろしいでしょうか。

　特に、板橋区職員全体に対して同じことだと思いますので。ここでは幼稚園教育職員ということで議題に上がっておりますけれども。

　それでは、お諮りいたします。
　日程第一　議案第４６号「意見の聴取について」（１）幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について、区長原案のとおり同意することにご異議ございませんか。

（異議なし）
○議事

日程第二　議案第４７号　幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則

委　員　長　　続きまして、日程第二　議案第４７号「幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則」について、庶務課長から説明してください。
庶務課長　　議案第４７号、次の資料をご覧ください。

　幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則でございまして、この規則によりまして、幼稚園教育職員の管理職手当の支給額が規定されております。

　この支給額については、幼稚園教育職員の給与に関する条例により、その者が属する職務の級における最高の号級の給与額の１００分の２０を超えない範囲で定めるとされております。

　今回の、平成２３年特別区人事委員会勧告に基づく給料表の改定に伴いまして、園長の管理職手当の額が号級における最高号級の１００分の２０を超えることになってしまうため、必要な改定をするものでございます。
　別表のところに表がありますが、園長の管理職手当の額は９万１，４００円となっておりますけれども、これは９万１，６００円の現行の額から、この額に改めるものでございます。施行は平成２４年４月１日からになります。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　２００円下がるということだと思います。

　では、お諮りいたします。
　日程第二　議案第４７号「幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則」について、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。

（異議なし）
委　員　長　　では、左様、決定いたします。

○報告事項

１．平成２２年度決算調査特別委員会総括質問答弁要旨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）（次長）
委　員　長　　次に、報告事項を聴取いたします。報告１「平成２２年度決算調査特別委員会総括質問答弁要旨」について、次長から報告してください。

次　　　長　　それでは、平成２２年度決算調査特別委員会総括質問答弁要旨について、ご報告申し上げます。

　お手元の資料をご覧いただきたいと思いますが、まず、１０月３１日に行われた総括質問でございます。

　この日の最初は自民党でございますが、３名の方からご質問がございました。今回質問のあった自民党の３名の方は、いずれも防災について触れておられます。

　最初の元山議員につきましては、ここに記載のとおり、すべて防災ということで、基本的なことについてご質問がございました。

　１ページをお開きいただいて、河野議員ですけれども、防災の質問をされていますけれども、最初のところで、教科書採択についてということで、この教科書の選定に当たって、特定の教科書について否定的な意見があったのではないかというご質問がされています。これは、区長部局に対して、教育委員の任命者ということでのご質問でした。

　内容としては、教科書選定の際に、特定の２つの教科書についての議論の中で、一人一人が地域住民として何ができるかということを考えていこうというときに、「皆、国民という書き方になってしまっている。これだけでこの２社はとりたくない」という発言について、区長はどう感じるのかというご質問でした。

　総務部長が区長部局ということで答えていますけれども、国民ということだけでなく、地域の住民であることも合わせて必要ではないかという趣旨で発言されたと理解しているという答弁をしています。

　それから、教育長自ら答弁に立ちまして、「国民」という捉え方が悪いということではなく、地方人として地域をどうつくっていくのか、子供たちに教科書を参考にしながらどう考えさせていくのか、そういう授業をしていくというところで、地方の視点が非常に弱いと感じたということからの発言であるというような答弁をしております。

　続いて、コミュニティスクールについての質問がございまして、基本的に、コミュニティスクールについて、やる意思があるのかどうかというような趣旨のご質問でした。
　これについては、これまでも一貫して答弁しているとおり、学校支援地域本部事業が大きな効果を上げていることから、学校と地域を結びつける仕組みとして有効であると教育委員会では認識している、それから、将来的にこの事業が発展してコミュニティスクールに結びつくと考えているという答弁をしております。

　その次のページでございます。茂野議員からは、真ん中辺で、教員の業務軽減という観点から、校務支援システムの導入について質問がされています。これは、後で出てきます民主党の佐藤としのぶ議員も同趣旨の質問をされております。
　私どもも教職員の業務軽減の必要性というのは強く感じているところでございまして、ＩＣＴの活用というのは重要な解決策の１つと認識しているところです。現在、内部でＰＴを設置しまして、教育のＩＣＴ化の推進について検討しています。
　この校務支援システムについても、その中で検討しておりまして、平成２６年度の導入を目指しているというところでございまして、その旨の答弁をしております。

　それから、その次の次のページで、公明党になります。
　１１月１日になりますが、まず、はぎわら議員のご質問です。はぎわら議員は、フレンドセンターということで、記載されているような一連の質問がございました。
　本区の不登校率は、ご報告を申し上げているとおり、ここ最近は着実に減少しているところですけれども、ここに示されたご質問の内容については、いずれも我々がしっかり取り組まなくてはいけない項目と認識しています。

　特に、フレンドセンターにも来ることができない生徒に対してということで、担任、スクールカウンセラー、管理職等々、学校が主体となりながら、フレンドセンター、ＳＴＡＲＴ、場合によっては他の部局も連携して取り組んでいかなければいけない課題だと認識しておりまして、その辺の答弁はさせていただいています。

　それから裏面、次のページになりまして、共産党の質問につきまして、熊倉議員から、保護者負担についての質問がありました。

　私費負担すべきものの範囲ですとか、できる限り保護者負担を軽減するようにという内容です。

　これについては、これまでの原則をお答えするとともに、私費負担軽減については努力していくという旨の答弁をさせていただいています。

　それから、飛びまして１０ページです。民主党、佐藤としのぶ議員。１１月２日です。
　佐藤としのぶ議員からは、国や大学の研究室が、実は、１０月に入ってからだと思いますが、新たな放射線測定のデータですとかシミュレーションのデータを出しています。ここで、比較的高い数値が出ている日光ですとか榛名について、移動教室の安全対策についてということで質問がありました。これは、後ほど、この後に出てきます合同クラブの高橋議員も同様の質問をしています。

　移動教室につきましては、現地の宿泊場所付近の放射線の数値について、これまでも注意を払ってきたところですし、日光、榛名とも、現地の小学校においては屋外活動の制限は一切行われていないという状況にあります。

　それから、地元自治体ですとか宿泊施設等とも連携をして、飲料水の備蓄、避難訓練の徹底、インターネット回線など通信手段の確保、こういったことも行ってきました。

　そういうことで今年度実施したわけですが、来年度の実施に当たっては、さらに情報の収集や分析に努めるとともに、現地の事前調査も十分に行って、安全の確認を確実に行うということを答弁させていただいています。

　次のページ、１１ページで、学校給食の安全性という質問がありました。

　放射線測定を、今はサンプル調査ということで、結果は事後、子供たちが食べた後に分かるわけですけれども、この事後のサンプル調査ではなくて、事前の調査ができないかという質問でした。

　これまでも私どもの原則的な考えを答弁していますけれども、この食材の放射線検査については、文教児童委員会等々でも様々な要望、あるいは意見をいただいています。

　先般、放射線の空間測定については、区としての基本的な考え方ですとか対処の方針というのが示されています。一方で、食材については各所管で統一した考え等がないので、ばらばらに対応しているというのが現状です。そこで、今後は、区としての基本的な考え、対処方針が必要と考えています。

　現在、関係する所管で協議をしておりまして、統一的な案をまとめた上で区としてオーソライズするという方向で動いているというのが現状でございます。

　それから、私費会計等々のお話もございましたけれども、飛ばしていただいて、１６ページ、みんなの党の松島議員から、教育委員会職員による一連の詐欺事件のうち、美術館の監視カメラ等の付け替え工事について、その事後処理の妥当性、その問題が事故調査委員会に報告されていなかったということなどについて、これは総務部と監査委員事務局に質問がありました。

　また、教育長に対しても、組織の長としてどう考えるのかという質問がございまして、これについては教育長自らが答弁に立ちまして、管理者として責任は大きいと考えていること、それから現在も職場風土の改善に懸命に努力していることなどをお答えしているという状況でございます。

　以上、簡単ですけれども、概要についてご報告させていただきました。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

本山委員　　河野ゆうき議員の教科書採択についてのご意見ですけれども、河野ゆうき議員が傍聴なさった前の教育委員会で、「特定の教科書を排除すべき」という陳情と、その回と同時ではなかったかもしれませんけれども、自民党から、「特定の教科書を採択するように働きかけなさい」という、地方議員に対する自民党の文章が配付されたんです。

　それで、私は、そのとき、その自民党の文章はよく読む時間がなかったんですけれども、特定の教科書を排除してくださいという陳情に関しては、排除することはできないとご意見を申し上げました。ですから、特定の教科書を排除するということはなく、全部を考慮に入れて教科書は行われたと思っています。

次　　　長　　質問者の質問も、発言の内容の一部、「国民」という言葉というところで、どうなのかというような質問をされていまして、その辺では区長部局も教育委員会もきちんと答弁していますので、ご理解いただけたのではないかと思っています。

教　育　長　　特定の教科書を排除したのではないかというような質問ではなかったと思います。教育委員会としても、特に排除することなく意見を出しています。
谷田委員　　業務軽減の話が幾つか質問にあったということですけれども、実際に導入すると、どれぐらい軽減できるものなんですか。

庶務課長　　なかなか数値的に出てくるわけではないんですけれども、熊本県とかで実証した中では、教員が子供たちに向き合う時間が１日３０分増えたということもデータとして載っているものもあります。

谷田委員　　要は、仕事を効率的にするということで時間を。だから、１時間かかったのを４０分でやるようにするとか、そういう話ですよね。

庶務課長　　そうですね。ＩＣＴを使うことによって、同じような記載を、少し書式が変わっただけで繰り返して見ているようなものについては、ＩＣＴ化することによってデータを転記しているところでは、その負担を軽減することができます。
谷田委員　　本当は、やらなくていい仕事とか、やめる仕事をつくるのが、多分、生産性が一番上がるんですよね。こういう効率というのもあると思うのですけれども。
　今のお話でも、子供と向き合える時間ということも大事だということになってくると、効率だけではなくて、やめるということも、本当はもっと必要なのかなと私は思います。
　以上です。別に、回答はいいです。

委　員　長　　ＩＣＴ化で非常に業務が簡素化される部分もあるんですけれども、人によってはかえって大変になるケースが、私が元いた会社ではよくありました。でも、これからはそういう方向に行くんだと思うのですけれども。
　あとは、やらなくていい仕事は、多分今もやらないと思います。やっぱり、やらなくてはいけないと思うからやっているかなというのがあるんですけれども、何となく惰性でやっている部分もあるかなというので、整理する必要はあるかと思っております。
指導室長　　ただ、学校への課題というのが非常に増えています。例えば、今回のことも、防災教育１つを上げても、これまでの防災教育では十分ではないということで、では、学校としてはどうしていくのか。

　本来的なものではあるとしても、これが、またさらに具現化してくるとフィールドは広がってくるというところでは、なかなか学校側も、いわゆるスクラップアンドビルドを心がけているんですけれども、なかなか、ままならないというのが現状ですが、今の委員のご指摘も受けて、そのあたり、事務的なものについてはできる限り簡素化していきたいということで、教育委員会としても考えていきたいと思っています。

今井委員　　教員がやるべき仕事というのを精査するということで、取っかかりとしては、例えば、教員の職員室と事務室で、そのお仕事の中身の切り分けを前提にしてＩＣＴ化を考えるというと、多分、余りうまくいかないような気がするので。学校という中で、コアとしての教員がやるべきことみたいな再定義から始めていかないといけない時期にきているのかなと。

　だから、学校ごとに色んな便利なソフトを入れますというのも、確かにその業務ではよくなるんでしょうけれども、きっと、そういうのが、それだけで解決するものではないんだろうなと。どこかしらで、大きな分析から始めて大英断を下さないといけないのかなという気がします。

本山委員　　学校給食の放射性物質検査のことですけれども、給食についても事前の検査をするべく統一していくというふうに、先ほどお聞きしたんですけれども、そうではないですか。
次　　　長　　そうではなくて、空間放射線の測定については、区としてきちんと考え方が出ているんです。幾つになったら除染しますとか、そういうのが出ているんです。

　それから、こういうところは測定しますとか、そういうのは出ているんですが、食材に関しては、区として今のところないんです。それをまず確立することが第一かと思っています。これは、答弁ではしていませんけれども、今そういう方向で進んでいますが、関係部が集まって検討中でございます。

　その上で、基本的な理念をまず出しまして、空間放射線の場合は、板橋区は安全であるという基本的理念のもとに、だけれども、不安があるので不安を解消しましょうというスタンスなので、恐らくそうなるのかと思うのですが、不安解消のためにどうすればいいのか、あるいはどこまでやるべきか、そういうところをきちんとまとめていくような話になろうかと思います。

　その中で、事前にやるべきか、やらないべきか、やれるのか、やれないのか。こういう時代なので、金と人手さえかければできると思うのですけれども。

　ただ、前提として、安全であると認識している中で、どこまでやるべきなのかというところについても、今、議論しているところでございます。

本山委員　　関連するものですから。１０月２８日の第２０回教育委員会で私が発言した部分の、放射線量に関することですけれども、ＮＨＫの朝の番組で、全国７か所の１週間の食事を一人分余計につくってもらって、それで放射線の検査をしたものを放送されまして、それを聞いて、福島からは検出されずに、むしろ東京とか、東京のご家庭は京野菜を取り入れたりして気を使っているご家庭だったんですけれども、そちらの方が検出されて、福島県の野菜が心配というのはどうも風評だったという放送がありましたというお話をしたんですけれども、その番組で、昨日ですか、「あの結果は間違っていた」という放送がありまして、検出されたのはセシウム１３４ではなくて、リスマス２０４というものを検出して発表してしまったそうなんです。
　それで、セシウム１３４に関しては、東京も、そのときは札幌とか江戸川とか岸和田も微量検出されたと放送されたんですけれども、ＮＤ（検出されず）という値だったそうです。セシウム１３７だけは、目黒区で８．９７ベクレルというものが検出されたそうですけれども。

　ですから、福島県の野菜とか食材が安全というのは変わりなくて、「検出された」というのも間違いでしたと、目黒のセシウム１３７以外は検出されずという結果でしたという放送が昨日ありました。
委　員　長　　「検出されない」のではなくて「検出限界以下」という表現です。その被測定物の量とかによって限界値が違ってくる。だから、各場所によって検出限界値がみんな違うんです。どうしてそういう計算になるのかよく分かりませんけれども、そういうことで「検出されず」という結果になったんだという説明がありました。
本山委員　　このサンプルは７，２００秒かけて検査していまして、２時間です、１家族１サンプルだけは８時間２０分かけて検査したものだそうです。食材を事前に検査するのは、なかなか大変なことではないかと思った次第です。
次　　　長　　これまでも答弁してきていますけれども、かなり困難は伴うなと。できるのか、できないのかも含めて、今、検討中です。

委　員　長　　簡単な食材でやるか厳密にやるかでも全然違ってくるし、簡単な測定でそれを発表しても、誤差が多いから余り意味がないというところもありますから、そういう意味では、非常に厳密にやると大変ですね。
　ほかにございますでしょうか。
　コミュニティスクールがまだ盛んに言われますけれども、コミュニティスクールをやった場合の国からの経費というのは出るんですか。
学校地域連携担当課長　　特に、コミュニティスクールの場合は、お金がかかるということは想定されておりませんので。私の知っている範囲では、補助金等は把握してございませんけれども。そういう制度があるというのは。
指導室長　　文部科学省は、かなり推進していくという方向で、「来年度に何校つくる」ということは出しています。

委　員　長　　それは、「学校運営協議会をつくること」ぐらいのことを言っている。

指導室長　　コミュニティスクールをつくるということの概念を定義づけるかどうかというのは、また色々あると思うのです。ちなみに、五反野小学校の強烈なコミュニティは崩れていました。

教　育　長　　やめたそうです。

今井委員　　その一方で、ＯＥＣＤが、平たく言うとＯＥＣＤ側の教育白書みたいなやつで、毎年、最後の章が特集的な調査ですけれども、去年か、ガバナンスのことが出ていて、保護者とか地域の意見が、どう学校運営に取り入れられるかの仕組みがあるかみたいなそんな調査で、見事に日本が該当なしのバツが並んでいました。
　多分、文部科学省はあれを見て色々考えていますから、というか、あれのもとになる調査に参画しつつ方向性を見ながら考えていっていますから、何かしらの形で保護者、地域の意思決定への参画に関する手立ては、これから増えてくるような気配です。

　それを「コミュニティスクール」と言い切るかどうかは見えないですけれども、多分、もう文部科学省も言わないような気がするんです。

　どういう形であれば、参画しているとなるのか色んな動きがありえるのですごく不透明。という中で、とにかく、学校は安定して、校長先生のお考えの中で色んなものが振り子のように揺れ動くという状況は避けてあげないといけないというのが一方でありますから、こういう答弁ですごくいいなと思って見ていました。

教　育　長　　学校運営連絡協議会がありますよね。その中で地域の方だとか保護者代表とか色々出てきてやっているわけですけれども、その中で１つの役割としては、最近、学校の評価を学校運営連絡協議会の中でやってもらっているんですけれども、その前提として、校長の学校経営についての方針は必ず出して、そこで学校運営連絡協議会の委員の皆さんの理解は得ているわけですよね。

　その学校運営連絡協議会の中に、今、うちの方は地域支援本部をうんとやっていこうとして、学校を何とか支えていこうとしていますけれども、その役員が連絡協議会に入らなければいけないとか、入れなさいといかという指示は、そこまではしていないんでしたっけ。
学校地域連携担当課　　そういう指示は、うちの方からはしておりません。

教　育　長　　学校運営連絡協議会の委員としては十分資質とか実績があるので、だんだんその辺を入れるという方向にもっていけるといいかと思いますけれども。

学校地域連携担当課長　　指導室ともよく相談して、連携して参ります。

指導室長　　ちなみに、昨年度からは、学校経営計画というものを、かなり詳細につくったものについて、学校で評価したことを学校運営連絡協議会の方々に、それが妥当なのかどうか評価していただくようなシステムはつくっておりますので。学校運営連絡協議会の方々は、ガバナンスというと大きいかもしれないんですけれども学校の運営状況のことはかなりご理解いただいていますし、逆に、校長も、何かあったときには連絡協議会の方々にご相談申し上げる機会というのが増えてきていると私は思っていますけれども。

教　育　長　　河野議員は、学校運営連絡協議会が非常に定型的にやられていて、余りそこで論議がされていないのではないかというような認識があったように私は感じたんですけれども。
委　員　長　　河野先生は、そこで教員の人事までやろうという意見ではないんですね。そこまで含んでいるんですか。その辺がよく分からないんですが。
本山委員　　多分、コミュニティスクールは校長の人事権も含んでいると思います。

委　員　長　　文部科学省の定義では一応それは入っているんですけれども、各議員が盛んに言っておられるコミュニティスクールが、そこまで期待しているのかどうかというのがよく分からない。それをやろうとすると本当に、非常に大変なことで。

本山委員　　大分前になりますけれども、河野議員もお出になっているコミュニティスクールの勉強会みたいなのがあったんですが、そのときには校長の人事権も含めて検討されていました。

委　員　長　　よろしいでしょうか。ほかになければ、次に移らせていただきます。

○報告事項

２．平成２４年度学校給食調理業務の新規民間委託校について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料学―１）（学務課）
委　員　長　　では、報告２「平成２４年度学校給食調理業務の新規民間委託校について」、学務課長から報告願います。
学務課長　　それでは、お配りしてあります「学―１」という資料をご覧ください。

　学―１という資料は「平成２４年度学校給食調理業務の新規民間委託校について」ということで文章になっておりますが、記書きのところからご覧いただきたいと思います。
　１、委託実施校名、高島第三小学校。調理職員定数４名の学校でございます。

　２、委託条件ですが、次の事項を総合的に考慮し、決定した。
　（１）退職者不補充に沿って、基本的に退職者のいる学校。
　（２）委託化により経費効果等が多く見込める学校。
　（３）給食調理職員にとって、関係設備等の考慮する事項が多い学校。

　３、参考でございます。

　（１）平成２３年度、今年度末での調理職員定年退職数は５名。
　（２）平成２４年度調理業務委託校、小学校５３校中４２校、７９％。中学校２３校中２０校、８７％という状況になっております。

　以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　これは、毎年、退職職員の数に応じて委託校が増えておりますけれども、従来からやっているので問題ないと思いますけれども、特に委託校になって内容ががらりと変わってしまうようなことは、当然ないですよね。

学務課長　　今のところ、直営校でも色々努力していただいていますので、たまに委託に切り替わっておいしくなったという話を聞くこともありますが、直営校でもかなり頑張っていただいていますので、基本的には質の変更はなく、それぞれ委託の業者も頑張ってやっていただいているという状況です。
委　員　長　　私が聞いておりますのは、お皿の数が変わってくると。

学務課長　　そうですね。食器数が変わったりとかはします。ただ、今、直営校でも、少しずつ磁器食器に切り替えたりはしております。

委　員　長　　では、よろしくお願いいたします。

○報告事項

３．板橋音楽祭ジュニア２０１１の実施結果について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料生―１）（生涯学習課）
委　員　長　　続きまして、報告３「板橋音楽祭ジュニア２０１１の実施結果について」、生涯学習課長から説明してください。
生涯学習課長　　それでは、生―１をご覧ください。

　今年度の音楽祭は１１月５日です。土曜日の朝９時半より開演されました。

　会場は、文化会館の大ホール及びホワイエでございました。

　この事業は、８年前に東京板橋ロータリークラブの１００周年記念事業として大きく開催されることになりまして、その次の年から、板橋区、板橋区教育委員会、板橋区青少年健全育成地区委員会連合会、板橋区文化国際交流財団との共催事業として継続しまして、板橋音楽祭実行委員会により実施しているものでございます。今年度は、８回目になりました。
　区中研の方の音楽研究部会にもご協力いただきまして、今年度は２２の中学校のステージ及び華道、茶道部の出展により、全２３校が参加する事業となりました。

　今年度は、来場者が多く、ときには立ち見も出るような状況で、出演中学生が９００人、これを含めて３，０００人ということで来場者を出しております。

　今年度は被災地支援のメッセージを織り込みまして、被災地からの転校生の紹介等も行いまして、フィナーレでは全員で「ふるさと」を合唱し、大変な盛り上がりの中で無事終了することができました。
　プログラムについては、別紙１のとおりでございます。

　また、今年から来場者にアンケートを採りましたので、その結果の抜粋として別紙２をおつけしてございます。個別の学校について記載してあるアンケートもございましたが、それについては省いております。

　全体的に、年々レベルアップしているという評価、また、「生徒たちの頑張る姿に元気をもらった」、中には「感激で涙した」、あるいは「レベルが非常に高かった」、「茶道、華道も非常によかった」という称賛する声がほとんどでございました。

　それを裏打ちするように、もう１枚おめくりいただきまして、来場者アンケートの結果の円グラフをご覧いただきたいと思います。まず、音楽祭の感想ですが、９６％の方が「とてもよい」、あるいは「よい」という回答をしております。

　音楽祭をどこで知ったかということでは、出演者、広報いたばしが約８割ということです。また、その他、ポスター、チラシという順になっておりまして、ホームページはわずかな形でございました。
　アンケートに答えてくれたのは、区内の一般の方と保護者が多かったようでございます。
　最後に、音楽祭にはリピーターの方が多いというのも特徴かと思われます。

　この間、東京板橋ロータリークラブの積極的な運営や、担当校長を始め、区中研の先生方にも大変頑張っていただきました。また、楽器の保管やリハーサル等で、隣の板橋第一中学校にも大変お世話になったわけでございます。

　なお、来年度は、１１月１０日土曜日を予定してございます。

　ご報告は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　このアンケートにもありましたけれども、ほとんどが吹奏楽ですよね。
生涯学習課長　　はい。

委　員　長　　合唱が非常に少なくて。

生涯学習課長　　そうですね。それは課題という形かと思っております。

本山委員　　ただ、当初は吹奏楽が今よりもすごく多かったんですよね。今は合唱、それから連合合唱団みたいな何校か集まって合唱の発表があったりして。連合合唱団は新しいですよね。２年か３年ですよね。

生涯学習課長　　今回、板橋二中で、昨年亡くなられた富岡先生という方がいらっしゃいまして、この遺作を連合合唱団で合唱していただいたということで、これは「非常に感動しました」ということが幾つかアンケートで載ってございました。
　また、「少人数の学校も大変よかったです」という評価がされております。これも、また、よかったなと。
　それぞれの学校で、特長を生かした形で、参加できる範囲でやっていただいたというのも、また１つの評価かと思ってございます。
本山委員　　昨年は、たしか連合合唱もあって、それから、五、六年前になりますか、大江戸ダンスも発表があったりしたのです。大江戸ダンスも入ると楽しかったのですけれども。色々な面で。
生涯学習課長　　その辺の中身については、実行委員会の反省会もこれから予定しておりますし、また、学校ともご相談しながら、次年度に向けて準備してまいりたいと思います。

谷田委員　　このアンケート結果というのは、各学校とか参加された生徒とかも見る機会はあるんですか。
生涯学習課長　　中学生からもアンケートをいただいて、来場者全員にアンケートをお配りして、その中の大勢の方が無作為に出していただいたものをここに並べたという形です。

　当然、自分の学校の評価というものもございました。「この学校はすばらしかった」とかあったのですけれども、その辺については記載を省いておるところでございます。
委　員　長　　要するに、このアンケートの結果を、その出演者なり何なりに返しているかという。
生涯学習課長　　これは各学校に、校長会を通じてご報告をさせていただきますし、また、個々の学校の名前が入ったものについては、個別の学校に周知してまいりたいと思っております。

谷田委員　　「中学校選びのポイントになった」という意見が。

本山委員　　そうですね、ありましたね。

谷田委員　　あと、気になったのは、Ｊ：ｃｏｍの件で、折角だったら全校放送してほしいと思うのですけれども、こういったものは何か働きかけができもるものですか。

生涯学習課長　　そうですね。これについては反省会等でもこの辺を議論していただいて、当然、働きかけをしていきたいと思っております。

委　員　長　　よろしいでしょうか。

　では、次に、委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。
○報告事項

４．その他

　　①大洗町立南中学校視察報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（口頭）（教育長）
　　②人事情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（口頭）（指導室）
教　育　長　　報告させていただきます。

　先日、皆さんからバス代をいただきましてバスを仕立てまして、大洗町立南中学校の教育実践研究発表会に、１９日の土曜日に行ってまいりました。
　少なかったんですけれども、教育委員会が５人、中学校が９人、小学校が３人、全部で１７人の参加でした。

　去年と同様に、各クラス全部の授業を発表してくれたのです。大変すばらしい授業で、本当に子供たちが主体的に授業に参加していて、先生はファシリテーターとして、教える側ではないです、一緒に論議をして、論議をリードしていく程度の役割ということで、とてもいい授業をしていました。大雨だったんですけれども、行ったメンバーはとてもいい勉強をして帰ってまいりました。

　うちの傳田指導主事がビデオを撮ってまとめてくれていますので、この会が終わった後にでも見ていただければと思います。

　どうもありがとうございました。「来年は１１月２３日です」とまた言われて帰ってまいりました。

指導室長　　プレス発表いたしましたが、昨日付で、下赤塚小学校の佐々木教諭が、交通事故、ひき逃げということで懲戒免職処分ということになりました。

　昨日付ということで、色々お騒がせして申し訳ありませんでした。
委　員　長　　ということは、今は、大原社会教育会館に。

指導室長　　昨日までは研修ということでした。

委　員　長　　分かりました。ということです。
　では、以上をもちまして、本日の教育委員会は終了いたします。
　

午前　１０時　５２分　閉会
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